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はじめに
化学物質の中には、環境中で分解されにくく、人の

健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれのあるものがあ

ります。このような物質を国際的に協調して廃絶・削減

するため、2001年に「残留性有機汚染物質に関するス

トックホルム条約（POPs条約）」が採択され、2004

年に発効しました。POPsとは残留性有機汚染物質

(Persistent Organic Pollutants)の略称で、現在のと

ころポリ塩素化ジベンゾ−p−ジオキシン（PCDDs）

およびポリ塩素化ジベンゾフラン（PCDFs）、ヘキサク

ロロベンゼン、ポリ塩素化ビフェニル（PCBs）、DDT、

クロルデン、トキサフェン、アルドリン、ディルドリン、

エンドリン、ヘプタクロル、マイレックス等が規制対

象となっています。日本ではこのうちDDT、クロルデン、

アルドリン、ディルドリン、エンドリン、ヘプタクロル

が農薬登録され、殺虫剤として広範に使用されました。

これらの農薬は1975年までに全て登録失効しました

が、土壌中で容易には分解しないため、使用禁止後す

でに30年以上が経過している現在においても農地に残

留している場合があります。昨今、国内のいくつかの地

域で生産されたキュウリからディルドリンが、カボチャ

からヘプタクロルとその代謝物であるヘプタクロルエ

ポキシド体（両者を合わせて以下ヘプタクロル類）が、

各々の残留基準値を超過して検出され、「食の安全」を

揺るがす問題として社会的な関心を集めるとともに、産

地では出荷の自粛や作物および土壌残留検査などの緊

急対応を余儀なくされています。

農業環境技術研究所では、農林水産省のプロジェク

ト研究「農林水産生態系における有害化学物質の総合

管理技術の開発（H16 〜19）」、「先端技術を活用した

農林水産高度化事業（H19）」、「生産・流通・加工工程

における体系的な危害要因の解明とリスク低減技術の

開発（H20 〜）」において、これらの問題解決のため技

術開発に取り組んでいます。ここでは、今までに得られ

たいくつかの成果を紹介します。

ディルドリン吸収の作物間差
はじめに、POPsがどのような作物に吸収されやすい

のかを調べました。主要な農作物17科をディルドリン

残留土壌で栽培して植物体中のディルドリン含量を比

較したところ、ウリ科は7属、すなわちキュウリ属（キュ

ウリ・メロン）、ヘチマ属（ヘチマ）、スイカ属（スイカ）、

トウガン属（トウガン）、ユウガオ属（ユウガオ）、ツル

レイシ属（ニガウリ）およびカボチャ属4種のいずれに

おいても吸収能が高かったのに対し、他の16科、すな

わちアカザ科（テンサイ）、ヒユ科（アマランサス）、タ

デ科（ソバ）、シナノキ科（ジュート）、アオイ科（ケナフ）、

アブラナ科（コマツナ）、マメ科（ダイズ・ラッカセイ・

アルファルファ）、トウダイグサ科（ヒマ）、アマ科（アマ）、

セリ科（ニンジン）、ナス科（トマト・タバコ）、シソ科（エ

ゴマ）、ゴマ科（ゴマ）、キク科（ヒマワリ）、イネ科（イ

ネ・トウモロコシ、ソルガム）、およびユリ科（ネギ）

はその能力が極めて低いことがわかりました（図１）。こ

のように、ウリ科植物はディルドリン吸収に関して特異
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図１　残留土壌で生育させた各種作物幼植物の茎葉部ディルドリン吸収量

I：標準誤差（n = 3），ND：検出下限値未満，Tr：検出下限値以上 定量下限値未満
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的な能力を有していると言えます。この結果から、ディ

ルドリンが残留したほ場では、ウリ科以外の作物を栽

培すれば、作物汚染を回避できるものと考えられます。

また、ウリ科植物の高い吸収能力を利用して、例え

ば最大の吸収能を示したズッキーニを用いて土壌中の

ディルドリンを吸収・除去させる、植物を用いた環境浄

化（ファイトレメディエーション）技術についても、現

在検討しているところです。

低吸収性台木品種によるキュウリ果実中ディルドリン
濃度の低減

前項で述べたように、キュウリのディルドリン汚染対

策として、ウリ科以外の作物に転換すれば当面の問題

は回避できます。しかしながら、例えばキュウリからト

マトに作付けを転換することは実際には容易ではなく、

現場では「キュウリを栽培しても基準値がクリアできる

ような吸収抑制技術」が望まれています。そこで、低

吸収品種の選定によるキュウリの汚染低減の可能性に

ついて検討しました。わが国のキュウリ生産はカボチャ

を台木とした接木栽培が主流であるため、いくつかの

台木用カボチャ品種を用いてディルドリン残留土壌で

接木キュウリをポット栽培し、果実中のディルドリン濃

度を比較したところ、低吸収性の台木品種では、高吸

収性のものを用いた場合に比べ、キュウリ果実中ディ

ルドリン濃度が30 〜 50％程度低下することがわかり

ました。低吸収性台木品種の利用は、農家にとっては「単

に台木品種を転換するだけ」であり、余分なコストや労

力をかけずにキュウリ果実のディルドリン汚染を低減す

ることが可能な技術として有望です。

土壌分析による作物のディルドリン汚染予測
ディルドリン対策でネックとなるのが、作物の汚染度

を予測できる土壌診断法がない、すなわち、土壌の種

類によって「ディルドリンの吸収されやすさ」が異なる

ため、「キュウリを栽培してみないとどのくらいの汚染程

度なのかわからない」という点です。各種のディルドリ

ン残留土壌でキュウリをポット栽培し、茎葉部への移

行率（植物体中濃度／土壌中濃度）と土壌中炭素含量

との関係をみてみると、炭素含量が高い土壌ではディ

ルドリンが強く吸着され、植物体に移行しにくい傾向に

あります（図2）。つまり、キュウリのディルドリン汚染

の程度（吸収されやすさ）を予測するためには、土壌

に応じて「吸収されやすい状態」のディルドリンを評価

する方法が必要となります。そこで、メタノール・水の

比率を変えた混液（0％〜100％：v/v）を用いて抽出

される各種土壌中ディルドリン濃度を測定し、各々の

土壌で生育させたキュウリ植物体中のディルドリン残留

濃度との関係を検討した結果、50％メタノール・水に

よる抽出が、土壌の種類が異なっていても植物体中ディ

ルドリン濃度の差異を表現できる最適な抽出方法であ

ることがわかりました（図3）。

カボチャのヘプタクロル類汚染対策技術
キュウリのディルドリン残留に続いて、今度は同じ

くウリ科作物であるカボチャのヘプタクロル類残留も

問題となりました。そこで、これまで取り組んできた

キュウリのディルドリン汚染対策技術が、カボチャの

ヘプタクロル類汚染にも適用できるかどうか検討して
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図2　 土壌からキュウリ茎葉部へのディルドリンの
移行率と土壌中全炭素含量との関係

図3　 ディルドリンの50％メタノール・水による
土壌抽出濃度とキュウリ植物体中濃度の関係
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みました。

ヘプタクロル類残留土壌で各種作物を生育させたと

ころ、ウリ科のみがヘプタクロル類を顕著に吸収しまし

た（図4）。この現象はディルドリンの植物吸収（図1）

と同様であり、ヘプタクロル類の吸収においてもウリ科

の特異性が明らかになりました。また、カボチャ10品

種をヘプタクロル類残留土壌で生育させ、その吸収性

を比較したところ、2倍近くの品種間差異が認められま

した（図5）。すでに、キュウリにおいて低吸収性台木

品種の利用によるディルドリンの吸収抑制効果が明ら

かになっていますが、カボチャにおいても、低吸収性品

種への転換により、ある程度の汚染低減を図ることが期

待できます。

キュウリのディルドリン汚染対策として、土壌への吸

着資材の添加が吸収抑制に効果的なことがすでに示さ

れています。そこで、各種吸着資材によるカボチャの

ヘプタクロル類吸収抑制効果を検討したところ、ディ

ルドリンにおいて効果があった活性炭資材はヘプタク

ロル類においても顕著な効果を発揮しました（図6）。

活性炭資材の土壌混和は、カボチャのヘプタクロル類

汚染対策技術としても有望です。

このように、キュウリのディルドリン対策で用いた技

術は、カボチャのヘプタクロル類汚染対策にも適用可

能であることが明らかになりました。

ここで紹介した成果はポット試験での結果が中心で

あるため、現在、地域の農業研究機関と共同で、現地

ほ場での適用性試験を行っているところです。ほ場試

験での評価を経た上で、ウリ科野菜のPOPs汚染対策

技術として速やかな実用化を目指しています。
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写真　さまざまな植物の生育

図4　 残留土壌で生育させた各種作物幼植物の
茎葉部ヘプタクロル類濃度

図5 カボチャ幼植物茎葉部ヘプタロル類濃度の品種間差

図6　 各種吸着資材の土壌混和によるカボチャ幼植物の
ヘプタクロル類吸収抑制効果




